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載の 5 か所中わずか 3 か所にとどまる。 
 筆者は 1941 年～1947 年の長崎県内刊行の新聞を可能な限り閲覧し，住宅営団関連記事の収集を行
った。合わせて，空中写真や住宅地図，土地台帳を用い，現地調査を踏まえて，長崎県内における戦
前・戦中期の住宅地 9 か所（表 1 中の①～⑨，従来知られていなかったもの 5 か所），戦災復興住宅




1947 年 3 月 26 日に米軍が撮影した空中写真からは，この一帯の明らかに計画的に建てられた住宅
が 432 棟（平屋 1 戸建 293 棟，平屋 2 戸建 139 棟）確認できる。むろん，計画的に並んでいること 
表 1  長崎県における住宅営団開発住宅地の位置・規模・残存状況 
住宅地 当初戸数（推定） 備考 
①諏訪（1）（大村市） 271 「調書」記載，図面あり 
②諏訪（2）（大村市） 300 「調書」記載 
③早岐（佐世保市） 300 「調書」記載 
④長与西（長与町） 230 「調書」記載，三菱重工社宅受託 
⑤上郷（長崎市）※ 234 「調書」記載，三菱重工社宅受託 
⑥道ノ尾（長崎市）※ 100  
⑦香焼（長崎市）※ 不明 川南造船社宅受託 
⑧菫ヶ丘（佐世保市）※ 108 土地区画整理事業（2地区），県営住宅と合わせて施工 
⑨日野（佐世保市）※ 100  
⑪浦上（長崎市） 571  
⑫親和町（島原市）※ 80  
⑬眉山（島原市）※ 102  
















図 3  
現存する平屋 2戸建住宅  
2015 年撮影。 
 
        営団住宅地の範囲（推定）     
1戸建完存   2戸建完存      2戸建半存 
図 1 営団住宅地の範囲と住宅残存状況 
原図： 1948年 1月 13日米軍撮影空中写真 










浦上に 2000 戸の簡易住宅建設が目指されていた7)。ただし建設は進まず，1946 年 3 月末時点での建
設戸数は「207 戸」という報道がある8)。その後，若干建設戸数は伸びるものの，営団解散の 1946
年末ごろの数値をみると，朝日新聞，長崎新聞は「480 戸」という数値をあげているが9)，毎日新聞
は全く違う数字を示している。営団による住宅建設は閉鎖機関に指定される 1947 年 3 月末までは実
施されたはずで，上記 1946 年 11 月末以降の戸数の報道はあまりないが，『長崎民友新聞』（1947 年
10 月 9 日付）には「580 戸」という数字がある10)。この数字は上述の空中写真判読の結果と概ね一
致するし，1947 年 12 月の長崎市内の営団住宅分譲予定戸数の報道とも矛盾しない11)。また，市営ア



















4)  日本地理学会 2015年秋季学術大会（於愛媛大学）で報告の予定。 
5)  なお，次の新聞記事に，城山町に 242戸（200戸は市営，42戸は住宅営団）を 1947 年度中に完成させると
いう記述があるが誤りと判断した（「二百四十二戸三月迄に完成 長崎市営庶民住宅二次計画」長崎日日新聞
1947年 1月 29日）。なぜならこのとき建設された城山町の住宅は平屋 4戸建で，「42 戸分」という計画が考え
にくいこと，同日の別の新聞では「本県内の割当は県二百戸，営団四十二戸」とあるのみで城山町に限定され
ていないことによる（「計画通りに着工 長崎の庶民住宅」朝日新聞 1947年 1月 29日）。なお，この城山町の
平屋 4戸建の市営住宅も一部が現存する。 
6)  長崎市史編さん委員会編『新長崎市史第 4巻現代編』長崎市，2013，111頁。 
7)  「戦災者の簡易住宅 城山町，岩川町方面に二千戸，申し込みはけふまで」長崎新聞 1945年 10月 31日。 
8)  「簡易住宅全県下に たつた四百十二戸 輸送難の悩はつきぬ」長崎新聞 1946年 4 月 8日。3月末現在でう
ち 75戸が分譲済ともある。 
9)  「長崎市の復興住宅 一日現在で 二二八〇戸 うち営団 480戸」朝日新聞 1946年 11月 3日，「なぜ家は
建たぬ 戦災引揚五万五千世帯に営団住宅が四百八戸 熱意ない当局に怨みの声」長崎新聞 1946年 11月 12
日（本文中には「十月末現在で完成戸数僅か四百八十戸」とある）。 
10) 営団住宅 119 戸の空家問題が解決したこと，580 戸のうち 460 戸はすでに入居済であることが報じられてい
る。「ケリがついた空家住宅（浦上） 近くちゅうせんで入居者を決定」長崎民友新聞 1947年 10月 9日。 
11) 新聞各紙が営団住宅の一斉分譲を報じた中に，長崎市内の戸数「590 戸」とある。「庶民住宅の分譲 現住者
優先で千七百戸」長崎日日新聞 1947 年 12 月 10 日など。この「590 戸」は道ノ尾の 100 戸（推定，表 1）を
含み，浦上，道ノ尾の既分譲分（差し引き 89戸または 90 戸か）を除いたものであると判断した。  
